
 

 

 

平成 28 年８月１日 

 

各位 

会 社 名 株 式 会 社 エ ム ビ ー エ ス

代 表 者 名 代表取締役社長 山本 貴士

（コード：1401 東証マザーズ 福証 Q-Board）

問 合 せ 先 取締役経営企画室長 栗山 征樹

電 話 番 号 0 8 3 6 - 3 7 - 6 5 8 5

 

定款一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、平成 28 年６月 30 日付「監査等委員会設置会社への移行に関するお知らせ」に

て別途開示しておりますとおり、平成 28 年８月 30 日開催予定の当社第 19 期定時株主総

会において承認されることを条件として「監査等委員会設置会社」への移行を決議してお

りますが、これに伴い、平成 28 年７月 29 日開催の取締役会において、「定款一部変更の

件」を同定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせい

たします。 

なお、本件に伴う監査等委員会設置会社へ移行した後の役員人事につきましては、本日

付けの「監査等委員会設置会社移行後の役員人事に関するお知らせ」にて別途開示してお

ります。 
 

記 

Ⅰ．定款一部変更の件 

  １．提案の理由 
（１） 平成27年５月１日施行の「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律

第90号）（以下、「改正会社法」といいます。）により、新たに監査等委員
会設置会社への移行が可能となりました。 
 取締役会の監査・監督機能の強化を図り、経営の公正性・透明性・迅速性
を確保し、より高いコーポレート・ガバナンスを確立させるため、監査役会
設置会社から監査等委員会設置会社に移行することとし、当該移行に必要
な定款の一部を変更するものであります。 

（２） 今後の事業内容の多様化に対応するため、現行定款第２条目的につきまし
て、事業目的を追加するものであります。 

（３） その他、一部字句の修正、条文の明確化および上記の変更に伴う条数等を
変更いたします。  

 

２.日程 

  株主総会開催日 平成28年８月30日 

  効力発生日   平成28年８月30日 



 

 

３．変更の内容 

    変更の内容は、次のとおりであります。  
（下線は変更部分であります。） 

現行定款 変更案 

第１章 総 則 
 

第１条    （条文省略） 
第２条（目的） 

当社は次の事業を営むことを目的とす
る。 
１.～９. （条文省略) 
10. 不動産の売買、賃貸、管理、仲介、斡

旋、鑑定及びこれらの代理並びにコン
サルティング 

11. 重油、灯油、潤滑油等の石油製品の輸
入及び販売 

  12.   （条文省略) 
13.複合商業施設及び複合レジャー

施設の企画、開発並びに経営 
 

 
14.～15. （条文省略) 
16.職業能力の開発及び職業教育訓練施

設の運営 
17. 情報処理及び情報提供サービス業 
18. ソフトウェアの開発、販売、保守及び

コンサルティング業務 
  19.   （条文省略) 

（新設） 
（新設） 

 
 

（新設） 
 
 
 
 
 
 
 

（新設） 
（新設） 
（新設） 
（新設） 
（新設） 

20.  （条文省略） 
 

第３条   （条文省略） 
 

第１章 総 則 
 

第１条    （現行どおり） 
第２条（目的） 

当社は次の事業を営むことを目的とす
る。 
１.～９. （現行どおり） 
10. 不動産の売買、賃貸、管理、仲介、斡

旋、鑑定およびこれらの代理ならびに
コンサルティング 

11. 重油、灯油、潤滑油等の石油製品の輸
入および販売 

 12.    （現行どおり) 
13. スポーツ施設、複合商業施設および

複合レジャー施設の企画、開発、経営
ならびに経営に係るコンサルティン
グ事業 

14.～15. （現行どおり) 
16. 職業能力の開発および職業教育訓練

施設の運営 
17. 情報処理および情報提供サービス業 
18. ソフトウェアの開発、販売、保守およ

びコンサルティング業務 
 19.   （現行どおり) 
20.建設用仮設機材および機械の   開

発、製造、販売、リース、レンタル 
21. 食料品、飲料品、酒類、衣料品、日用

雑貨品の販売および斡旋 
22. 介護保険法に基づく居宅サービス事

業、地域密着型サービス事業、居宅介
護支援事業、介護予防サービス事業、
地域密着型介護予防サービス事業、介
護予防支援事業および老人福祉法に
基づく有料老人ホーム事業ならびに
介護事業に関するコンサルティング
事業 

23. 農作物の生産、加工、販売 
24. 農作物の貯蔵、運搬 
25. 農業生産に係る作業委託 
26. 農園休憩宿泊施設の経営 
27. 飲食業の経営 
28.   （現行どおり） 
 

第３条   （現行どおり） 
 

 
 
 



 

 

現行定款 変更案 

第４条（機関） 
当会社は、株主総会および取締役のほか、
次の機関を置く。 
(１) 取締役会 
(２) 監査役 
(３) 監査役会 
(４) 会計監査人 
 

第５条～第７条（条文省略） 
 
第８条（単元未満株式についての権利） 

（条文省略） 
(３)株主の有する株式数に応じて募集株

式の割当て及び募集新株予約権の割
当てを受ける権利 

 
第９条～第18条（条文省略） 
 

第４章 取締役および取締役会 
 

第19条（員数） 
当会社の取締役は、10名以内とする。 
 

（新設） 
 
 

第20条（選任方法） 
取締役は、株主総会において選任する。 
 
 

（条文省略） 
第21条（任期） 

取締役の任期は、選任後２年以内に終了
する事業年度のうち最終のものに関する
定時株主総会の終結の時までとする。 
 

② 増員または補欠として選任された取締役
の任期は、在任取締役の任期の満了する
時までとする。 
 

 
（新設） 

 
 
 

（新設） 
 
 
 
 
 

第４条（機関） 
当会社は、株主総会および取締役のほか、
次の機関を置く。 
(１) 取締役会 
(２) 監査等委員会 

（条文削除） 
(３) 会計監査人 
 

第５条～第７条（現行どおり） 
 
第８条（単元未満株式についての権利） 

（現行どおり） 
(３)株主の有する株式数に応じて募集株

式の割当ておよび募集新株予約権の
割当てを受ける権利 

 
第９条～第18条（現行どおり） 
 

第４章 取締役および取締役会 
 

第19条（員数） 
当会社の取締役（監査等委員であるもの
を除く。）は、８名以内とする。 

② 当会社の監査等委員である取締役は、５
名以内とする。 

 
第20条（選任方法） 

取締役は、監査等委員である取締役とそ
れ以外の取締役とを区別して株主総会の
決議により選任する。 

（現行どおり） 
第21条（任期） 

取締役(監査等委員であるものを除く。）
の任期は、選任後１年以内に終了する事
業年度のうち最終のものに関する定時株
主総会の終結の時までとする。 

（条文削除） 
 
 
 
 

② 監査等委員である取締役の任期は、選任
後２年以内に終了する事業年度のうち最
終のものに関する定時株主総会の終結の
時までとする。 

③ 任期の満了前に退任した監査等委員であ
る取締役の補欠として選任された監査等
委員である取締役の任期は、退任した監
査等委員である取締役の任期の満了する
時までとする。 

 
 



 

 

現行定款 変更案 

第22条（代表取締役および役付取締役） 
取締役会は、その決議によって代表取締
役を選定する。 
 

② 取締役会は、その決議によって、取締役社
長１名、取締役副社長、専務取締役、常務
取締役若干名を定めることができる。 
 

 
 
第23条   （条文省略） 
 
第24条（取締役会の招集通知） 

取締役会の招集通知は、会日の３日前ま
でに各取締役および各監査役に対して発
する。ただし、緊急の必要があるときは、
この期間を短縮することができる。 

② 取締役および監査役の全員の同意がある
ときは、招集通知の手続きを経ないで取
締役会を開催することができる。 
 

（新設）  
 
 
 
 

 
 
第25条～第27条（条文省略） 

 
第28条（報酬等） 

取締役の報酬、賞与その他の職務執行の
対価として当会社が受ける財産上の利益
（以下、「報酬等」という。）は、株主総会
の決議によって定める。 
 
 
 

第29条～第30条（条文省略） 
 

第22条（代表取締役および役付取締役） 
取締役会は、その決議によって、取締役
(監査等委員である取締役を除く。）の中
から代表取締役を選定する。 

② 取締役会は、その決議によって、取締役
(監査等委員である取締役を除く。）の中
から取締役社長１名、取締役副社長、専務
取締役、常務取締役若干名を定めること
ができる。 

 
第23条    （現行どおり） 
 
第24条（取締役会の招集通知） 

取締役会の招集通知は、会日の３日前ま
でに各取締役に対して発する。ただし、緊
急の必要があるときは、この期間を短縮
することができる。 

② 取締役の全員の同意があるときは、招集
通知の手続きを経ないで取締役会を開催
することができる。 
 

第25条（重要な業務執行の決定の委任） 
当会社は、会社法第399条の13第６項の規
定により、取締役会の決議によって重要
な業務執行(同条第５項各号に掲げる事
項を除く。）の決定の全部または一部を取
締役に委任することができる。 

 
第26条～第28条（現行どおり） 
 
第29条（報酬等） 

取締役の報酬、賞与その他の職務執行の
対価として当会社が受ける財産上の利益
（以下、「報酬等」という。）は、監査等委
員である取締役とそれ以外の取締役とを
区別して株主総会の決議によって定め
る。 
 

第30条～第31条（現行どおり） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

現行定款 変更案 

第５章 監査役および監査役会 
 

第31条（員数） 
当社の監査役は、５名以内とする。 

② 監査役の選任決議は、議決権を行使する
ことができる株主の議決権の３分の１以
上を有する株主が出席し、その議決権の
過半数をもって行う。 

 
第32条（任期） 

監査役の任期は、選任後４年以内に終了
する事業年度のうち最終のものに関する
定時株主総会の終結の時までとする。 

② 任期の満了前に退任した監査役の補欠と
して選任された監査役の任期は、退任し
た監査役の任期の満了の時までとする。 

 
第33条（常勤監査役） 

監査役会は、監査役の中から常勤監査役
を選定する。 
 

第34条（監査役会の招集通知） 
監査役会の招集通知は、会日の３日前ま
でに各監査役に対して発する。ただし、緊
急の必要があるときは、この期間を短縮
することができる。 

② 監査役全員の同意があるときは、招集の
手続きを経ないで監査役会を開くことが
できる。 
 

第35条（監査役会の決議方法） 
監査役会の決議は、法令に別段の定めが
ある場合を除き、監査役の過半数をもっ
て行う。 
 

第36条（監査役会の議事録） 
監査役会における議事の経過の要領及び
その結果については、これを議事録に記
載又は記録し、出席した監査役がこれに
記名押印又は電子署名する。 
 

第37条（監査役会規程） 
監査役会に関する事項は、法令または本
定款のほか、監査役会において定める監
査役会規程による。 
 

第38条（報酬等） 
監査役の報酬等は、株主総会の決議によ
って定める。 
 
 

（条文削除） 
 

（条文削除） 
 
 
 
 
 
 

（条文削除） 
 
 
 
 
 
 
 

（条文削除） 
 
 
 

（条文削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 

（条文削除） 
 
 
 
 

（条文削除） 
 
 
 
 
 

（条文削除） 
 
 
 
 

（条文削除） 
 
 
 
 

 
 



 

 

現行定款 変更案 

第39条（監査役の責任免除） 
当会社は、会社法第426条第１項の規定に
より、任務を怠ったことによる監査役(監
査役であった者を含む。）の損害賠償責任
を、法令の限度において、取締役会の決議
によって免除することができる。 

第40条（監査役の責任限定契約） 
当会社は、会社法第427条第１項の規定に
より、監査役との間で、会社法第423条第
１項の賠償責任を限定する契約を締結す
ることができる。ただし、当該契約に基づ
く賠償責任の限度額は、法令に定める最低
責任限度額とする。 

 
（新設） 

 
（新設） 

  
  
  
  
  
  
  
  

（新設） 
 
  
  
  
 
 
  
  

 （新設） 
 
  
   
 

第６章 会計監査人 
 

第41条～第42条（条文省略） 
 

（新設） 
 
 
 

第43条～第47条（条文省略） 
  

 

（条文削除） 
 
 
 
 
 

（条文削除） 
 
 
 
 
 
 
 

第５章 監査等委員会 
 

第32条（監査等委員会の招集通知） 
監査等委員会の招集通知は、会日の３日前
までに各監査等委員に対して発する。ただ
し、緊急の必要があるときは、この期間を
短縮することができる。 

② 監査等委員の全員の同意があるときは、
招集の手続きを経ないで監査等委員会を
開催することができる。 

 
第33条（監査等委員会の議事録） 

監査等委員会の議事録については、法務省
令で定めるところにより開催の日時およ
び場所ならびに議事の経過の要領および
その結果、その他の事項を書面または電磁
的記録をもって議事録を作成する。議事録
には、出席した監査等委員がこれに記名押
印または電子署名を行う。 

 
第34条（監査等委員会規程） 

監査等委員会に関する事項は、法令または
本定款のほか、監査等委員会において定め
る監査等委員会規程による。 
 

第６章 会計監査人 
 

第35条～第36条（現行どおり） 
 
第37条（会計監査人の報酬等） 

会計監査人の報酬等は、取締役社長が監査
等委員会の同意を得て定める。 

 
第38条～第42条（現行どおり） 

 
 

 

以上 


